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大災害に備え、
都道府県の初動対処能力の向上を
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　大災害の時代である。首都直下地震や南海トラフ地震と
いった大地震が高い確率で見積もられており、台風や線状降
水帯による風水害も年々激甚化・広域化の傾向にある。火山
の噴火も予測されている。この種の大災害への対処には、自
助・共助・公助のそれぞれが重要であることは論を俟（ま）た
ないが、やはり公助が対処の中核をなすことに変わりはない。
筆者は、災害が激甚化・広域化している昨今、この公助の中で
も都道府県の果たす役割が大きく、その対処能力の向上は喫
緊の課題であると考えている。
　我が国では毎年、複数の災害が発生している。国ではそれ
らの災害への対応を通じて、さまざまな経験や教訓が蓄積さ
れ、初期対応業務もルーティン化されている。訓練も定期的に
実施されている。また、市区町村（以下「市等」）では、実際の災
害対処経験は少ないが、住民に接する現場であることから、
活動内容を比較的イメージアップしやすい。人命救助や避難
所運営、物資支援などの活動は分かりやすく、防災訓練でも
行われている。経験の少なさを訓練によって補いやすい。
　では、都道府県（以下「県等」）はどうか。国ほど初動対処の
経験はない。業務は、広域にわたる情報収集や市町村・国・関
係機関との調整と人的・物的資源の配分・支援が主である。自
衛隊等の実動機関の本部勤務経験等がないとイメージアッ
プも難しい。しかし、広域に被害が発生する状況で、適切に戦
力等の配分ができなければ、助けられたはずの命を助けるこ
とができない。戦略の失敗を戦術では補いきれない。
　被災地域が限定される場合には、国が市等に現地災害対策
本部を設置して、直接、情報収集や必要な支援を行うこともあ
る。しかし、首都直下地震や南海トラフ地震などでは、そのよう
な対応は困難である。首都直下地震では、都内の多数の区市
町村で甚大な被害が発生するし、国の機関も被災して機能が
十分に発揮できない可能性も高い。かかる状況では、都の主体
的・主導的な取り組みが強く求められる。南海トラフ地震では、
政府機関が大きな被害を受ける可能性は低いが、太平洋沿岸
の非常に広範囲に被害が発生する。重点受援県は10県に上
り、その各県の沿岸部に所在する非常に多くの市等が被災す
る。被災市等における適切な災害対処のためには、各県等が主
体的・主導的に対処しなければならない。このように、大規模・
広域に及ぶ災害における県等の役割は極めて大きい。
　災害発生時に県等が十分に機能を発揮するためには、次
の３点が重要だと考えている。
　第一に、情報活動の強化である。災害発生時には、どんな情
報をどれくらいの詳細さで収集すべきかを迅速に決定し、あら
ゆる手段により広域に漏れなく収集しなければならない。当

初は初期対応に資する大づかみの情報で十分だが、市等も
混乱し、県等には情報が集まりにくい。そのため県等から職員
を派遣することも必要となる。SNSも有力な情報収集手段の
一つである。平素から考え得る全ての収集手段を検討・準備
しておく。収集した個々の情報は、整理・処理して初めて使用
可能な情報となる。行うのは地図への展開や表・グラフ化、そ
れらの重ね合わせである。処理した情報は速やかに首長や関
係部署に提供して、判断・処置に資する。災害関連部署の職
員はこれらの情報活動に習熟していなければならない。
　第二に、県庁等の人的体制の強化である。災害発生時には
災害対処業務が急激に増加する。対策本部事務局は24時間
体制で稼働する必要があり、状況把握や連絡調整のための職
員派遣や増援の所要も発生する。防災関連部署だけでは対応
できない。このため災害対処に関係の薄い部署は、当面、業務
を停止し、役所全力で対処することになる。この際、停止する業
務を平素から定め、その業務に従事している職員の運用を決
めておくことが必要である。誰がどんな業務を支援・従事する
かを事前に定めておくのである。災害発生時に全職員が参集
できるとは限らないため、人数は余裕をもって指定しておく。こ
れにより初動における職員の効率的な運用が可能となる。
　第三は、訓練の充実である。県等の業務について効果的な
訓練を行うには、訓練企画部門の充実が必要である。訓練は広
域にわたる情報活動や総合調整が主となるため、主として地図
やシステムを使用して行う。あらかじめ広範多岐な被害や関係
機関の活動について妥当性あるシナリオを準備し、その状況を
時間の経過に従って逐次に対策本部事務局に付与することで
訓練を進めていく。このためシナリオ準備や関係機関役の企画
要員が必要となる。これにより県等における判断や、関係機関
との総合調整が訓練できる。この際、防災関連部署以外の増援
要員等も必ず訓練に参加することが必要である。
　以上、県等における初動対処能力向上のための取り組みに
ついて述べた。来るべき災害に備え、一層の取り組みの充実
が望まれる。
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